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平成 30 年 10 月吉日 

第８５回ファインビット通信 

中村 中 

１、 スマートフォン(スマホ)決済に注目、その利便性・優位性 

フィンテックの導入で、メガ

バンクは行員を 30%程度も

削減しなければならないと

いわれていますが、この切掛

けは、スマホの急速な広がり

に原因があると思います。金

融機関の預金や送金の業務

に関わる人材は不要になっ

てしまいます。産業革命時に、

蒸気機関が広がることで、汗

をかく労働者が職を失った

ことに似ています。 

もしかしたら、銀行員が産業

革命時における「汗をかく労

働者」になるのかもしれませ

ん。 

 

 

具体的なスマホ決済 
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具体的なお話をするならば、金融機関の為替窓口に

送金に行くと、送金依頼書に金額と送金人(仕向け

者)を記入し、窓口の担当者は送金金額を金融機関

のコンピュータに打ち込んで、送金人の本人確認を

します。その送金金額と本人確認は内部の別の担当

者や上司によって、確認を行い、多くの時間と手間

を掛けます。スマホは、この時間と手間の掛かる作

業を金融機関から取り除いてしまったのです。正誤

チェックは不要になり、本人確認は既にお話しした

「ブロックチェーン」で完了してしまいます。金融

機関の担当者やその上司は、伝票数値の入力作業と

本人確認作業がなくなれば、もう、必要ないのです。 

融資についても、保証協会保証付き融資や定型ロー

ンは、スマホで入力されれば、スコアリング・チェ

ックと本人確認は、本部のコンピュータが実施し、

支店の多くの融資担当者は仕事がなくなります。 

スマホが ATM や金融機関の支店窓口の機能を果た

すことになるのです。今まで、50 人の人数を抱え

ていた支店は 5～6 人の行員になってしまうのです。すなわち、今までの銀行員はスマホ

の所有者に代わり、支店のコンピュータや ATM はスマホ本体にシフトするのです。 

勿論、産業革命が進行しても、何百年間、汗を掻く労働が残りました。しかし、その労働

者は表舞台から外れ、利益や付加価値を手にすることは出来なくなったのです。この３年

間に広がったフィンテックの世界は、スマホの存在意義を高めました。金融機関は、顧客

の動きや資金ニーズに踏み込まないまま、不良債権と格付け・引当金の亡霊を恐れて萎縮

している間に、顧客はスマホと言う自分の銀行機能（マイ・バンク）を手にして、金融機

関の支店を通り越して、直接、本部・事務センターの金融機関の貴重なデータをコントロ

ールするようになってしまったのです。そのスマホの支援部隊は、ライン・楽天・アマゾ

ン・オリガミなどの急速に成

長したベンチャー企業にな

ってしまったと言えるので

す。 

正に、ビル・ゲイツが述べた

「銀行機能は必要だが、今あ

る銀行は必要なくなる」と言

う予言が、スマホにより実現

したのかもしれません。 

因みに、スマホ決済が他の決

済に比べて、利便性と優位性

が明確であることは下表の

とおりです。 

仕向け者 仕向け者の

（利用者） 手数料等

電子マネー

（Suica等）

取扱手数料６％で入金時期が遅
い。導入費用あり

送金手数料

負担

送金手数料
負担

パスワード・預金カードが
必要

支払金額の上限が少額 不要
取扱手数料3～6％で入金時期が
5日～月1回。導入費用あり

スマホ 本人確認・正誤確認が不要 不要
取扱手数料３％代、入金回数が
多い。入金最短翌日

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
番号盗難やスキミング等の
被害(面前決済をしない等)

不要

被仕向け者(サービス提供者)

銀行窓口
本人確認・正誤確認に時間

掛る ※通帳が必要な場合も
入金金額・時期が仕向け者任せ

ＡＴＭ 入金金額・時期が仕向け者任せ

（2018.9.20 日経新聞朝刊） 
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２、「地域金融機関の人材育成と出向者対策」に関する講演会 

金融機関、特に地域金融機関は、フィンテックと国の低金利政策によって、早急に「人材

育成と出向者対策」を行わなければなりません。限られた銀行職域の中だけ通用するよう

な銀行員は、顧客中小企業ばかりではなく、顧客本位の業務運営【フィデューシャリー・

デューティー（Fiduciary duty）】志向の金融機関内部でも通用しなくなります。今こそ、

金融機関の人事研修改革を決断する時であると思います。銀行員 28 年、中小企業コンサ

ルタント 18 年、上場会社・社外監査役 14 年の経験に基づいて、この講演会では、私な

りの新しい提案をしたいと思っています。是非、ご参加ください。 

 

※ このセミナーに関するお問合せ・お申込みは、上記のビジネス教育出版社までお願いいたします。 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

これからの３～７の項目については、通信講座「財務金融アドバイザー」の継続会員の皆

様にお送りしている「財金 A 通信 10 月号」の抜粋です。ご参考にして下さい。 

 

３、「メガ⇒地銀」現象の裏読み 

この記事は、メガバンクは海

外取引重視で中小企業融資

に消極的になり、地域金融機

関が「渡りに船」の感覚でメ

イン化を進めているという

ように読み取れます。しかし、

この記事のグラフに表現さ

れている「中小企業の取引金

融機関数の増加」の改善がな

いままに、地域金融機関が融

資を増加させ続けることは、

地域金融機関と中小企業に

とって、あまり好ましくない

結果を招くことになると思

っています。 

※ 右の記事をご一読下さい 

最近の金融機関は、融資残高

でトップバンクになったと

しても、嘗てのメイン銀行の

ように、取引先に対して、経

営コンサルティングや事業

アドバイスなどは行ってい

ないようです。また、融資実

行における他行調整（融資金

額・金利・担保などの調整）

や返済期日延長（リスケなど）

の銀行間の返済調整も行ってくれません。このことは、多くの中小企業が複数の金融機関と取引をし

ているうちに、それぞれの金融機関と中小企業の距離が遠のき、１対１を原則とする真の経営コンサ

ルティングや運命共同体感覚としてのアドバイスなどが、どの金融機関からも受けられなくなってし

まったようです。 

(省略) 

金融機関は、預金と貸出の利ザヤで収益を上げているのですから、複数行取引で、収益採算が取れな

い企業に、融資担当者の時間を割くことは出来ません。収益の見込めないサービスに、自行庫の融資

担当者を埋没させるような金融機関は、これからは生きていけなくなります。この記事における、池

田泉州銀行やきらぼし銀行は、メガバンクの融資を片代わると言いながら、メイン銀行になることを

日経新聞 平成 30 年 9 月 7 日 
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志向しており、複数行取引を削減しようとしているのです。池田泉州銀行は、４０人を法人営業に再

配置して企業との本格的な取引を狙っていますし、きらぼし銀行は、複数行の借り入れを自行に纏め

てメイン銀行になろうとしているのです。行員を収益の見込めない業務に、機械的に投入しているわ

けではありません。 

(省略) 

従来、地域金融機関は、メガバンクの周回遅れの動きをしますので、数年後には、収益アップを目指

して、収益の上がらない複数行取引をしている企業の切り捨てが始まる筈です。 

(省略) 

この記事は、「メガバンクとの取引が徐々に地域金融機関にシフトしていくようになる」というように

も読めますが、「金融機関は自らが生き延びるために、収益志向を強めるために、新しい動きを始める」

というように理解するべきであると思います。 

(省略) 

金融機関自身も、中小企業に対する複数行取引の非効率性を再認識して、複数取引の無駄を見過ごす

ことが出来なくなるなり、今後は、相乗効果の大きい「メイン銀行」化が進むことになると思います。 

そこで、中小企業に寄り添う税理士・公認会計士などの支援者の皆さまは、顧問先や関与先の金融機

関取引の見直しを行いながら、そろそろ「メイン銀行」化を検討することをお勧めします。 

 

４、認定支援機関の制度変更のお知らせ 

財務金融アドバイザー通信講座を修了した方の多くは、経営革新等支援機関（認定支援機関）の登録

をされていると思います。この平成30年7月9日から、以下の趣旨で更新制が導入されました。 

その更新に関しては、申請書で、「Ⅰ．経営革新等支援業務を実施した中小企業者等に対する案件の

継続的なモニタリングについて Ⅱ．経営革新等支援機関相互の連携、外部支援機関等の知見を活用し

た連携について、Ⅲ，「中小企業会計基本要領」又は「中小企業会計指針」に拠った信頼性のある計

算書類等の作成及び活用の推奨について」の３点を述べることになっています。すなわち、認定支援

機関としては、「もう一度、この３点(Ⅰ～Ⅲ)を見直して、再認識しなさい」と言うことであると思

います。 
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５、MPS よもやま話 

事業再生の現場から 

～ OJT と Off-JTの中間として。「コミュニティによる学び」の可能性 ～ 

弊社 MPSが主宰している、全国の会計事務所様を会員とした組織「OJT クラブ」では、会員事務所におけ

る経営支援スキル向上および、その事業化をサポートしています。セミナーや研修という座学（Off-JT）を行う

のが一つですが、メインはクラブの名称にもなっている「OJT」で学んでいただくこと。つまり、実際の経営支援

案件について、会員事務所の先生や職員さん＋MPS のコンサルタントが協同で取り組み、その中で OJT で

身につけていただくというものです。 

(省略) 

一方で、最近、OJT と Off-JTの中間ともいうべき解があると感じるようになりました。それは「コミュニティ」に

よる自律的な啓発です。 

OJT クラブでテスト的に行っている「MAS 事業化プロジェクト」という活動があります。会員事務所の先生・

職員さんとMPSコンサルタント、全 4～6名程度の少人数で月 1回集まり、「MASの事業化について議論する」

という趣旨のものです。具体的には、現在は会員事務所＋MPS 協同で取り組んだ成功事例を取り上げ、そ

の成功要因などを共有しながら「MASをどうやって提案するのがよいか？」「そのために MPSのリソースをうま

く活用できるか？」などを議論しています。ちなみに、メンバーの中には遠方の方もいるため実際には半数は

ビデオ会議での参加です。 

(省略) 
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このプロジェクトが機能している要因として、１）少人数、知っている者同士で安心して発言できる場である

こと、２）「観客」や「教えてもらう人」ではなく、お互いに学び合う、教え合う主体者として参加していること、３）

実際の成功事例を素材に、生き生きとした体験が語られること・・などがあると感じます（まだ詳細は考察中な

のでご容赦ください）。 

これは、完全な Off-JT でもなく OJT でもないですが、「コミュニティ」という形による有効な学びの一手法で

はないでしょうか。この考え方を、OJT クラブ会員事務所様向けサービスや、コンサルティングそのものにも活

用していこうと模索しているところです。 

(株)マネジメントパートナーズ コンサルタント 古坂 真由美 

 

６、関西からの一言 

『事業承継税制特例』 

以下、若手の山本税理士と先輩のベテラン田中税理士のやり取りです。 

山本税理士（以下：新人）：最近、経営者や税理士と話をしていると事業承継に関する話題が出る事が

多いですね。 

(省略) 

ベテラン：その通りですね。社長が高齢になって色々と問題が生じている中でも、承継者候補から声

をかけることが難しい会社が多いでしょうからね。税理士も同様ですね。契約の当事者である

社長に向ってこういった話を切り出す絶好の機会ですね。是非、会社の有り方を見直すきっか

けにし、今後の発展につないでいきたいものですね。  

(省略) 

新人：複数株主からの承継も可能になったことも大きいですね。 

ベテラン：確かにそうですね。先代経営者が不用意に親族や幹部に株を所有させていて、買取資金や

譲渡益課税に頭を抱える会社も多く有りましたからね。 

              中村中との共著者、公認会計士・税理士 中村文子 

 

７、メーカー・製造業コンサルタントからの助言 

今回から、事業 DD（事業調査）について説明していきます。 

事業 DD では、1)過去のデータに基づく分析、2)市場・競合との比較、3)経営者の思い（熱意）と

事業の方向性が合っているか、をみていきます。今回は主に 1)過去のデータ分析について説明します。 

事例企業では、売上高は維持しているものの、売上総利益が半減してしまった。その原因が把握でき

ない、という状況でした。調査を進めるにあたり、まずはマクロ状況を確認し、社長（税理士事務所担

当者）が把握している状況と認識を合わせます（問題事象の確認）。そして、問題点として考えられる

こと（問題点仮説）を挙げていきます。続けて、それら問題点仮説を一つずつ、検証していく、という

作業を繰り返し、原因を把握していきます。本事例をもとに図解すると、下記のようになります。 

(省略) 
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(省略) 

いずれにせよ、材料ごとの値上がり状況およびその製品への影響の度合い、製品ごとの 製造状況

といった、製造原価（個別原価）に関わる部分を調査していかなければならない、ということが確認

できました。 

コンサルタント 川西 智子 

以上 

②製造原価は増加 

③材料費が増加 

①売上高は横ばい 


